
 

10　 水道事業会計予算
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（総　　則）

第１条 平成２９年度筑後市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。

１４，７８８ 戸

４，３９６，６００ ㎥

１２，０４５ ㎥

老朽管更新事業 １０８，１４２千円

北牟田配水場更新事業 ２８７，９７２千円

（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

８９９，０３７千円

第１項 ８１６，６７３千円

第２項 ８２，２６３千円

第３項 １０１千円

平成２９年度筑後市水道事業会計予算

給 水 戸 数

年 間 総 給 水 量

一 日 平 均 給 水 量

主な建設改良事業

（１）

（２）

（３）

（４）

収                     入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

特 別 利 益

第１款 水 道 事 業 収 益
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７２２，１６５千円

第１項 ６８２，０８３千円

第２項 ３６，７８２千円

第３項 ３００千円

第４項 ３，０００千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額　３８４，０７６千円は、

　過年度分損益勘定留保資金等で補てんし措置するものとする。）

１４４，１２０千円

第１項 ４４，１２０千円

第３項 ２５，０００千円

第４項 ７５，０００千円

５２８，１９６千円

第１項 ４８６，４６１千円

第３項 ４１，７３４千円

第４項 １千円

支　　                 出

収                     入

支　　                 出

企 業 債

第２款

第４款

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

予 備 費

国 庫 補 助 金

負 担 金

水 道 事 業 費 用

特 別 損 失

建 設 改 良 費

国庫補助金返還金

営 業 費 用

営 業 外 費 用

企 業 債 償 還 金

第３款



（企業債）

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

利率

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

６４，７０２千円

１００千円

（たな卸資産の購入限度額）

第８条 たな卸資産の購入限度額は、１０，６４９千円と定める。

平成２９年　３月　３日　提出

交 際 費

筑後市長　　中　村　征　一

（１）

（２）

起債の目的 償還の方法

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行・その他の場合には、その債権
者と協定するものによる。
ただし、市財政の都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、又は繰上償還もし
くは低利に借換えすることができる。

４．０％
以　　内

起債の方法

証書借入又は
証券発行

政府資金
銀行
その他

職 員 給 与 費

老朽管更新
事業

限度額

７５，０００千円
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（単位：千円）

1

1

1

2

3

2

1

3

4

5

6

3

1

2

特 別 利 益 101 

過年度損益修正益 100 100

30,054

12,680

6,669

9,675

消 費 税 還 付 金 1 消費税還付金

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

長 期 前 受 金 戻 入 77,968 

6 他会計補助金

1,142

1 

10

1

3 法定福利費引当金戻入益 1

27,200

1 国（県）補助金

2 工事負担金

5 他会計出資金

18,890

2 賞与引当金戻入益

4,280

1

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

10 

そ の 他 特 別 利 益

785,831 

27,200 

3,642 

3 1

4 その他引当金戻入益

1 過年度損益修正益

899,037 

816,673 

785,8311 水道使用料

4,281 

2 貸付金利息

1 

1 預金利息

7 受贈財産評価額寄付金

2,500

1 受託工事収益

1 手数料

4 雑収益

平成２９年度　筑後市水道事業会計予算実施計画

款 備 考項 目 予 定 額

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

受 取 利 息

その他の営業収益

雑 収 益

82,263 

引 当 金 戻 入 益

1 その他雑収益

11 その他特別利益

1
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（単位：千円）

2

1

1

38

4,242

款 項

682,083 

予 定 額

722,165 

14 通信運搬費

通勤手当

15 委託料

1,453

33

備 考

8 旅費

23 薬品費

10 備消耗品費

22,725

3,256

275,270 

勤勉手当

原 水 及 び 浄 水 費

目

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

1,549時間外勤務手当

期末手当

2 手当等

8,604

支                   出

22 動力費

1 給料

2,723

895

793

34

18 修繕費

16 手数料

17 賃借料

11 燃料費 75

16

11

扶養手当 312

住居手当 0

213

1,358

3 賞与引当金繰入額 1,103

6 法定福利費引当金繰入額

5 法定福利費

12 光熱水費

44,475

4,642



（単位：千円）

2

22

20

7,769

123

158

備 考

16 手数料

0

790

46 雑費

期末手当

2 手当等

26 会費負担金 10

72210 備消耗品費

14 通信運搬費

33

410

15 委託料 21,436

27 受水費

0

1 給料

3,865

180,894

時間外勤務手当

5

1,295

8 旅費

13 印刷製本費

11 燃料費

32 研修費

2,243

37 公課費

35

1,399

勤勉手当

通勤手当

住居手当

5 法定福利費

04 賃金

6 法定福利費引当金繰入額 184

款

93,435 

項 目 予 定 額

配 水 及 び 給 水 費

24 材料費 33

3 賞与引当金繰入額 972

扶養手当 348
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（単位：千円）

3

4

項

2,716

1,708

27,200 

840

1,152

40

432

126

27,200

16,427

5

324

9,148

5

13,005

2,669

5

11

29,981

1,972

204

受 託 工 事 費

192扶養手当

46 雑費

934

33 食糧費

32 研修費

住居手当

2 手当等

22 動力費

25 補償金

予 定 額

23 薬品費

管理職員特別勤務手当

勤勉手当

24 材料費

18 修繕費

25 工事請負費

21 路面復旧費

通勤手当

児童手当

36 保険料

期末手当

管理職手当

時間外勤務手当

1 給料

目

総 係 費 54,217 

26 会費負担金

備 考款

37 公課費 0

17 賃借料 763

7,560



（単位：千円）

5

9 被服費

1,67214 通信運搬費

17 賃借料

備 考

5,318

減 価 償 却 費

152

567

2,308

款 項

2,700

9,405

27

204,626

目

204,626 

45 貸倒引当金繰入額

11 燃料費

28 報酬

47 有形固定資産減価償却費

46 雑費 5

324

1,848

16 手数料

67

100

11

26 会費負担金

456

106

400

予 定 額

8 旅費

3 賞与引当金繰入額

5 法定福利費

5

227

10 備消耗品費

12 光熱水費

39 厚生費

15 委託料

18 修繕費

33 食糧費

35 交際費

32 研修費

175

6 法定福利費引当金繰入額

13 印刷製本費

16

2,083

4 賃金 670
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（単位：千円）

6

7

2

1

3

4

3

3

4

1 予 備 費

300 

資 産 減 耗 費

12,772 

1,000

6

支 払 利 息

過年度損益修正損

3,000 

27,325 

目

雑 支 出

3,000

消 費 税

3,000 

23,000 

68 予備費

60 雑支出

65 過年度損益修正損

1,010 

特 別 損 失 300 

59 不用品売却原価

61 消費税

12,76654 企業債利息

10

100

55 一時借入金利息

そ の 他 営 業 費 用 10 53 雑支出 10

款 項 予 定 額 備 考

営 業 外 費 用 36,782 

49 固定資産除却費

23,000

50 たな卸資産減耗費

27,225

予 備 費

300



（単位：千円）

3

1

1

3

1

4

1

備 考

75,000 1 建設改良費等の財源に充てるための企業債

144,120 

75,000 

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収                   入

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

款

75,000

企 業 債

負 担 金

22,680

目

資 本 的 収 入

予 定 額項

負 担 金 44,120 1 加入金

国 庫 補 助 金

2 工事負担金

国 庫 補 助 金 25,000 1 国庫補助金

44,120 

20,000

3 消火栓工事負担金 1,440

25,000

25,000 
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（単位：千円）

4

1

1

2

4

3

1

4

1

41,734 43 建設改良費等の財源に充てるための企業債 41,734

287,972

15,768 

国庫補助金返還金

建 設 改 良 費 486,461 

1 

466,144 

款 予 定 額項

528,196 資 本 的 支 出

4 老朽管更新事業

2 その他の機械器具

4,549 機 械 器 具 購 入 費

1 配水設備改良費

1 量水器

目 備 考

4,117

15,7681 配水設備拡張費配 水 設 備 拡 張 費

支                   出

1国庫補助金返還金

70,030

建設改良費等の財
源に充てるための
企 業 債

8 北牟田配水場更新事業

1 66 国庫補助金返還金

432

企 業 債 償 還 金 41,734 

108,142

設 備 改 良 費



給　料 手 当 賃　金 計

(0)

8 32,800 20,261 670 53,731 10,971 64,702

(0)

8 32,105 19,641 792 52,538 10,913 63,451

(0)

0 695 620 △ 122 1,193 58 1,251

区　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 時間外勤務手当 管理職員特別勤務手当 管理職手当

本年度 852 324 270 4,920 40 840

前年度 702 324 243 5,136 40 840

比　較 150 0 27 △ 216 0 0

区　分 期末手当 勤勉手当 計

本年度 7,942 5,073 20,261

前年度 7,651 4,705 19,641

比　較 291 368 620

職員手当の内訳

備　　考

本年度

前年度

比　較

＊ 備 考    表中( )書の人数は、再任用短時間勤務職員　(外書き)

職員手当の内訳

＊ 期末・勤勉手当及び法定福利費は、それぞれ賞与引当金繰入額及び法定福利費引当金繰入額を含む。

給 与 費 明 細 書
　1　一　般　職

　(1)　総　括                          (単位：千円)

区　　分 職員数(人)
給　　  与  　　費

法定福利費 合　　計

- 414 -



- 415 -

区　　分 増減額

千円 千円

43

・職員数の異動状況

　　現に在職する
職員数

　その他　　計

本年度　　　8人 0人　　8人

前年度　　　8人 0人　　8人

増　 減　　　0人 0人　　0人

千円 千円

制度改正に伴う増減分

その他増減分

280

340

改正に伴う調整
・勤勉手当増加分

職員の新陳代謝及び
その他による増減分

職員手当 620

823

給与改定に伴う増減分 ・　平均改定率　　　　　　0.13％

その他増減分 △ 171
職員の新陳代謝及び
その他による増減分

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　明 備　　　　考

・　平均昇給率　　　　　　2.51％

給　　料 695

普通昇給に伴う増加分



行　政　職

333,198

356,428

42.2

328,648

350,590

41.7

級 構成比(％) 級 構成比(％)

１級 12.5 １級

２級 ２級 12.5

３級 50.0 ３級 50.0

４級 25.0 ４級 25.0

５級 ５級

６級 ６級

７級 12.5 ７級 12.5

計 100.0 計 100.08 8

1 1

1

4 4

2 2

　ウ　級別職員数

区　　分 行　　　政　　　職 区　　分 行　　　政　　　職

２９年１月１日現在

職員数(人)

２8年１月１日現在

職員数(人)

1

高校卒 146,500

２８年１月１日現在

　平均給料月額　(円) 大学卒 174,200

　平均給与月額　(円)

　平　均　年　齢　(歳)

２９年１月１日現在

　平均給料月額　(円)
２9年１月１日現在

高校卒 151,200

　平均給与月額　(円) 大学卒 179,100

　平　均　年　齢　(歳)
２8年１月１日現在

　(３)　給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たり給与 　イ　初任給               (単位：円)

区　　　　　　　分 区　　　分 学　　　歴 行　政　職
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職務の級 職務の級

１ 級 ５ 級

２ 級 ６ 級

３ 級 ７ 級

４ 級

*

2.025 2.175 4.20

　備 考　 　支給率中の上段(  )内は再任用職員の支給率

2.075 2.225 4.30

前年度
(1.025) (1.175) (2.20)

有

１２月 (月分)

本年度
(1.05) (1.2) (2.25)

有

部長の職務

担当係長及び主任主査の職務

　エ　期末手当　勤勉手当

区　分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計 (月分)
職制上の段階、職
務の級等による
加　算　措　置

備　　　考
６月 (月分)

　(級別の標準的な職務内容)

区　　分 標　準　的　な　職　務 標　準　的　な　職　務

行政職

主事の職務 課長補佐及び参事補佐の職務

主任主事の職務 課長及び参事の職務

主査の職務
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　カ　地域手当

支　給　対　象　地　域 全地域

支  給  率 (％) 0.0

支給対象職員数 (人) 8

その他の
加算措置等

備　　　　考

支給率等 ２５．５５６２５　月 ３４．５８２５　月 ４９．５９　月 ４９．５９　月 な　し 定年退職での計算

　オ　退職手当

区　分 ２０年勤務の者 ２５年勤務の者 ３５年勤務の者 最高限度



（単位：千円）

平成２８年度　筑後市水道事業予定損益計算書
(平成28年4月1日から平成29年3月31日まで)

1 営 業 収 益

(1) 給 水 収 益 704,842

(2) 受 託 工 事 収 益 10,000

(3) そ の 他 の 営 業 収 益 3,295 718,137

2 営 業 費 用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 232,711

(2) 配 水 及 び 給 水 費 84,028

(3) 受 託 工 事 費 9,260

(4) 総 係 費 51,486

(5) 減 価 償 却 費 196,857

(6) 資 産 減 耗 費 27,325

(7) そ の 他 の 営 業 費 用 10 601,677

営 業 利 益 116,460

3 営 業 外 収 益

(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 4,381

(2) 他 会 計 補 助 金 0

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 76,224

(4) 引 当 金 戻 入 益 0

(5) 雑 収 益 1,699 82,304

4 営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 14,181

(2) 雑 支 出 1,751 15,932 66,372

経 常 利 益 182,832

5 特 別 利 益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 563

(2) そ の 他 特 別 利 益 1 564

6 特 別 損 失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 2,106

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 2,106 △ 1,542

当 年 度 純 利 益 181,290

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 36,897

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 218,187
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（単位：千円）

2,470,948

資 産 合 計 7,194,318

流 動 資 産 合 計

短 期 貸 付 金 貸 倒 引 当 金 0

(6) 前 払 費 用 0

(5) 短 期 貸 付 金 0

(4) 前 払 金 0

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 2,700 121,284

(3) 貯 蔵 品 5,411

(2) 未 収 金 123,984

(1) 現 金 預 金 2,344,253

2 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 4,723,370

イ 電 話 加 入 権 141

4,723,229

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 22,242

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 27,316

減 価 償 却 累 計 額 △ 25,131 2,185

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,602 762

減 価 償 却 累 計 額 △ 843,127 666,541

ホ 車 両 運 搬 具 3,364

ニ 機 械 及 び 装 置 1,509,668

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,304,470 3,570,949

減 価 償 却 累 計 額 △ 103,259 233,779

ハ 構 築 物 6,875,419

ロ 建 物 337,038

イ 土 地 226,771

(1) 有 形 固 定 資 産

平成２８年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(平成29年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産
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繰 延 収 益 合 計 2,023,106

負 債 合 計 2,636,813

(1) 長 期 前 受 金 3,934,380

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,911,274

流 動 負 債 合 計 98,817

5 繰 延 収 益

(6) 預 り 金 10,000

4,675

ロ 賞 与 引 当 金 3,907

ハ 法 定 福 利 引 当 金 768

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

イ 退 職 給 付 金 引 当 金 0

(2) 企 業 債 41,734

(3) 未 払 金 42,408

(1) 一 時 借 入 金 0

514,890

4 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

(1) 企 業 債 514,890

負 債 の 部

3 固 定 負 債



資 本 合 計 4,557,505

負 債 資 本 合 計 7,194,318

剰 余 金 合 計 1,065,060

利 益 剰 余 金 合 計 1,006,026

ニ 当年度未処分利益剰余金 218,187

ロ 建 設 改 良 積 立 金 610,000

ハ 利 益 積 立 金 102,839

イ 減 債 積 立 金 75,000

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,492,445

7 剰 余 金

イ 固 有 資 本 金 1,773,602

ロ 組 入 資 本 金 1,718,843

(1) 資 本 金 3,492,445

資 本 の 部

6 資 本 金
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（単位：千円）

流 動 資 産 合 計 2,735,018

資 産 合 計 7,676,966

(5) そ の 他 流 動 資 産 0

(4) 前 払 費 用

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 2,700 135,947

(3) 貯 蔵 品 5,301

(2) 未 収 金 138,647

(1) 現 金 預 金 2,593,770

2 流 動 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計 141

固 定 資 産 合 計 4,941,948

イ 電 話 加 入 権 141

4,941,807

(2) 無 形 固 定 資 産

ト 建 設 仮 勘 定 26,883

有 形 固 定 資 産 合 計

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 27,316

減 価 償 却 累 計 額 △ 25,508 1,808

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,787 577

減 価 償 却 累 計 額 △ 893,164 615,717

ホ 車 両 運 搬 具 3,364

ニ 機 械 及 び 装 置 1,508,881

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,453,273 3,841,496

減 価 償 却 累 計 額 △ 108,483 228,555

ハ 構 築 物 7,294,769

ロ 建 物 337,038

イ 土 地 226,771

(1) 有 形 固 定 資 産

平成２９年度　筑後市水道事業予定貸借対照表
(平成30年3月31日)

資 産 の 部

1 固 定 資 産
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繰 延 収 益 合 計 2,009,136

負 債 合 計 2,948,884

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 1,989,242

(1) 長 期 前 受 金 3,998,378

393,055

5 繰 延 収 益

(6) 預 り 金 10,000

流 動 負 債 合 計

ハ 法 定 福 利 費 引 当 金 796 4,953

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

ロ 賞 与 引 当 金 4,157

(4) 前 受 金 0

(5) 引 当 金

(3) 未 払 金 334,905

(2) 企 業 債 43,197

(1) 一 時 借 入 金 0

4 流 動 負 債

固 定 負 債 合 計 546,693

(1) 企 業 債 546,693

負 債 の 部

3 固 定 負 債



資 本 合 計 4,728,082

負 債 資 本 合 計 7,676,966

剰 余 金 合 計 1,235,637

利 益 剰 余 金 合 計 1,176,603

ニ 当年度未処分利益剰余金 208,764

ロ 建 設 改 良 積 立 金 760,000

ハ 利 益 積 立 金 102,839

イ 減 債 積 立 金 105,000

資 本 剰 余 金 合 計 59,034

(2) 利 益 剰 余 金

ホ 他 会 計 出 資 金 894

ニ 国 庫 補 助 金 1,230

ハ 他 会 計 補 助 金 1,697

イ 工 事 負 担 金 53,887

ロ 受 贈 財 産 評 価 額 1,326

(1) 資 本 剰 余 金

7 剰 余 金

資 本 金 合 計 3,492,445

イ 固 有 資 本 金 1,773,602

ロ 組 入 資 本 金 1,718,843

(1) 資 本 金 3,492,445

資 本 の 部

6 資 本 金
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（単位：千円）

　その他流動資産の増減額（△は増加） 0

　補助金の返還による支出 △ 1

　資金期末残高 2,593,770

　財務活動によるキャッシュ・フロー 33,266

　資金の増加額（又は減少額） 249,517

　資金期首残高 2,344,253

　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 75,000

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 41,734

　加入金による収入 0

　負担金による収入 42,440

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 382,990

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 450,429

　国庫補助金等による収入 25,000

　利息及び配当金の受取額 4,281

　利息の支払額 △ 12,772

　業務活動によるキャッシュ・フロー 599,241

　特定仮払消費税の調整額 △ 3,440

　未払金の増減額（△は減少） 292,496

　小計 607,732

　支払利息 12,772

　未収金の増減額（△は増加） △ 14,662

　たな卸資産の増減額（△は増加） 110

　貸倒引当金の増減額 0

　長期前受金戻入額 △ 77,968

　受取利息及び受取配当金 △ 4,281

　減価償却費 204,626

　固定資産除却費 27,225

　引当金の増減額 278

平成２９年度　筑後市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(平成29年4月1日から平成30年3月31日まで)

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 170,576



　Ⅰ．重要な会計方針
平成26年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。
１　固定資産の減価償却の方法
（１）有形固定資産
　　　　・減価償却の方法

建物 定額法
その他 定額法

　　　　・主な耐用年数
建物 15年～60年
構築物 30年～40年
機械及び装置  8年～15年
車両運搬具  5年
器具及び備品  4年～ 8年

２　引当金の計上方法
　（１）賞与引当金及び法定福利費引当金

　（２）貸倒引当金

　（３）退職給付引当金
　退職給付引当金については、退職手当を一般会計で負担しているため計上の必要がない。

３　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

　注　記

　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、平成29年度末における支払見込額に基づき、当年度の負担に属する額
（平成30年6月に支払う期末・勤勉手当及びこれに係る法定福利費のうち、平成29年12月～平成30年3月までの4ヶ月分）を計上している。
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